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ハンガリー新国民勘定体系について
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経済体制の相違はありても．一国のマケロ的経済計画

の作成には，国民経済のf石原を総合的に把持することを

目的として組立てられた統，ilJ旨標体系が店、援である。す

なわち，社会主義諸国で作成されている国民経済ノ〈ラン

ス体系と資本主義諸国で利用されている国民勘定体系が

それであり，それぞれマルクスの再生産支式およびケイ

ンズのや派の考え方を中心とする経済循環閉式を理論モ

デノレとして，独自の指標体系を発展させてきた。今日両

体系とも標準的指標体系が国際的に作成されている。前

者はコメコン本部が作成した「国民経済の統計的バラン

ス作成のための基礎的｝J必イt'~準良i]J(MPS）＇注 1＇，後者は国

連で作成された「国民Pi!J'r主体系J(SNA)iE21である。元

来，両体系は，その成立の歴史的背景，理論的基礎が異

なっており，相互にまつたく関連もなく発展してきたが，

1968年に SNAを作成する過程で，国連欧州経済委員会

欧州統計家会議が中心となって，両者の奴念的対応関係

が検品tC:れ，各国経済の多面的な国際比絞た促進するた

め，概念，定義，分類などの共通性を拡大することによ

って，両体系の接合を促し，相互転換が可能なような方

策がとられ六。その結果，見なった経済体制の諸国間の

統汁（J(i比較の方法論的なrrn泌はほぼ解次3れたといえ
る。伐された問題は，これに主｝応する，；n:,;h統計資料が
作成され，公表されることである。

しかし，両標準体系の関係諸国における取扱いには大

きな涜がある。資本主義諸凶では，広純精識をな SNAを
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採用するため，諸統計の整備に努力しているが，社会主

義諸国での MPSに対する対応の仕方は，国によって大

きく異なっている。

東欧諸国でi立，戦後，ソ連裂の社会主義的中央集権約経

済社画・管理体ffjljの導入に伴ハソ連の国民経済パラン

ヌを見習って同じようなものが作成されていた。コメコ

ン統計常任委員会は，コメコンの域内経済協力促進活動

の一環として，統一貿易商品分類，統一産業分類，主要

生産品生産.i自主計こ関する諾指標，労働資源の分類，労

働訓練・能力・利用に隠する諸指標など各種誇統計作成

基準を作成してきたが， 1965年から68年にかけて，その

集約ともいえる標準国民経済バランス作成の作業を行な

った。しかし， SNAが1953年間違が作成した標準富民

所得勘定（！日 SNA）に，その後整備されてきた産業連関

蕊資金循環表，国民貸借対照表，国際収支表などを総

合的に組み立てた画期的なものであり，先進諸国でも，

その統計資料を整備するのに多大の努力を重ねているの

が現状であるのに対して， MPS：土従来各国がぱらぱら

；こ行なってきた同氏・経済ノξランスの作成方法をi擦準｛じす
るものであり，それは旧 SNAが，従来資本主義諸国で

個別に作成され国民所得統計に統一的な作成基準を提示

したのに似ている。ところが， MPS標準化の動きが

進展するのと殺行して，皮肉なことに，コメコン諸問内

で‘これと巡行するような動きがでてきた。

ソ連・東欧諸国では，従来の中央集権的指令的経済計画

・管理体制の行詰まりから， 60年代に入って，相継いで

経済改革を実施したが，その改革措置には，基本的に異

なった二つの政策がとられた。一つは，従来の中央集権

的指令的計E刻化の進本的な特徴を維持しながら，その枠

内で企業の自主性を認め，価格・税・利子・信用その他

の経済的刺激政策によって，その物質的関心を強め，

国民経済の効卒向上を図るソ連・東独型の政策である。
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Ⅰ　ハンガリー新国民勘定システムの成立過程
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もう一つは，従来の企業への指令により中央計画を実現

するという伝統的な経済計画・管理方式を原理的に放棄

し，国家計画は国民経済のマクロ的基本的な方向を示す

だけで，企業への義務的生産指令は廃止され，計画の実

現は，市場での企業の自律的経済活動に依拠しながら，

財政金融政策，投資政策，価格政策など各種の経済的レ

ギュレーター（規制用具）を利用することによって達成

されるという，誘導市場型計画の方策で， 1968年8月の

軍事介入以前のチェコの経済改革と同年1月から実施さ

れたハンガリーの経済改革がそれである。

この二つの改革路線の相違は，そのまま国民経済バラ

ンスの作成方法にも反映された。伝統的な中央集権的指

令的経済計画・管理体制の緩やかな修正により改革を実

現しようとするソ連・東独・ポーランドなどは，従来の

MPS方式を踏襲しているのに対し，市場jカニズムの

導入による急進的な改革を試みたチェコやハンガリーで

は，中央集権的物動計画的な l¥fPSでは，新経済計画・

管理に必要な基礎的な経済諸指標がえられず，改革に即

応した新しい厨民勘定体系の開発が必要となってきた。

そのため， SNAの諸概念，議指標，｛午表方法などを

導入して，まったく新しい勘定体系を作りだした。それ

は社会主義計画経済にとってE劃期的な意味を持つもので

ある。

本稿はハンガリーの新国民勘定体系の中心をなす産業

連関表と所得分配パランスを MPSの産業連梼表と財務

バランスと比較することによって，雨勘定体系の持つ特

色を明らかにし，従来の国民経済パランス論の問題点，

ハンガリ一新国民勘定体系の持つ意義を明らかにするも

のである。

（注1〕 C38, 0cH06Hble MemoiJo;zozu吃ec,cue

llo;zo:≫eenuH no Cocmaa/leHU/0 Cmamucmu即 CICOZO

BaAaHca HapoiJoHozo Xo3.11Ucmoa, MocKBa, 1969 

が原典で，その英訳がU.N., Basic Principles of the 

System of βalances of the Nati・onalE印 nomy(ST/ 

STAT/SER.ド／17),New York, U. N., 1971 であ

る。貝出昭『コメコン標準国民経済ノミランス』 （アジ

ア経済研究所所内資料・調査研究部 No.47-11 昭和

48fド ：~ }J 非必，'rMは，原典会以出・解説したものであ

る。 MPSと法 MaterialProduct Systemの略で，標準

方式ができる以前は，社会主義聞における凶民経済バ

ラン久を漠然と総体Fるのに悩連内部で苅いられた川

語である。標準ブJ式ができてからは， J！＿体的IC療泳方

式を指す用i苦として用いられている。
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（注2) A System of National Accountsの略で

1953年l乙作られた旧 SNAと1968年に作られた新SNA

があるが，ここでいう SNAは新しいものを指す。

I ハンガリ一新国民勘定システムの成立過程

ハンガリーにおける国民所得推計には伝統があり，今

i:!t紀初めオーストリヤ・ハンガリー帝国時代に，いくつ

かの推計作業が行なわれている。とりわけフェルナー

(Friedrich von Fellner）の推計が有名である。彼は，ア

ダム・スミスの物的生産観念を基礎に，帝国時代の1911

～12年と，第1次大戦後，ハンガリーが独立した1926～36

年について国民所得を計算している。さらに， 1936,37 

年iこは，ハンガワー経済研究所で，マトルチ（M.Mato-

lcsy）とヴァルガ（I.Varga）が，クラーク（ColinClark) 

の用いた概念に近v＇，物的生産のみでなく，サービスを

含めた推計を1924/25～36/37年について行なってし、る。

第2次大戦後も， 1946～47/,f一

行なわれた。社会主義体制確立後は，この作業は中央統

計対に引き継がれたが，！日系列にはしたがわず， MPS

方式iこより， 1937年および1947～51年についての数値が

1953年に発表され，以後今日に及んでいる（注1）。

ここで，混乱を避けるため，説明しておく必要がある。

汚生産論，日司氏所得議， 00民経済ノミランス論は密接不可

分な理論分野であり，その相互連関は大きな研究課題で

あり，後ほど取上げるが， F司民所得に関する論争は，そ

のまま国民経済パランスの問題であるので，ここでは両

者を一緒に述べてゆく。

50年代までの時期は（注2），東欧諸国は経済計画・管理

方式はソ速を手本にしており，国民所得統計，国民経済

パランス統計も，マルクス理論にしたがって，国民所得

は物的生産分野で作りだされた純価値のみに限るという

立場を取っていた。しかし，物的生産分野の境界をどこ

に引くかで問題があり， ドライクリーニングのようなサ

ービス業は工程の化学工業的性格から，物的生産部門に

~められたり，従来貨物輸送のみを物的生産に関係する

ものとしたのを，旅客輸送も生産的と規定しなおすなど，

物的生産分野を拡大するような微調整が行なわれた。こ

のような境界に関する論争は，ソ速のみでなくほかの東

欲諸国でも行なわれ，ノ、ンガリーでも類似の論争はあっ

たが，これらは従来のマルクス経済学の国民所得論の解

釈を根本的に変更するものではなかりた。

しかし， g〕年代中壊にハンガリーで行なわれたホルヴ

アート（R.Horvath）とハイパーJレ（Gy.Hajpal）の論
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争は異なっていた。ホノレヴアートが，物材生産に付帯し

て行なわれる物的サーピスの成果のみが国民所得に算入

さるべきであるとするのに対し，ハイパールは，生活水

準を完全に表現し，国民経済ノfランスとの関連を考え，

主要なサービスはすべて算入すべきだと主張した。この

サービスの取扱いに関する論争は60年代半ばに再燃し，

ブ、yレガー（K.Burger）女史は，商品とみなされるサーピ

ス，すなわち人々によって購入されるサーピスは価値を

生み出すものと考えるべきだと主張し， ドレヒスラー

（し Drechsler）は，これを支持し，生活水準と外国貿易

との関連を考えて，非商品的サーピスも算入すべきだと

した。これに対L，フェルデ＼ンュ（K.Fclldes）とゲンツ

ェル（Gy.Gclnc白I）は，マルクスの価値論に言及しなが

ら，このような商品的性格を持ったサービスは価値を創

造しないとし，概念の拡張解釈に反対した。しかし，こ

こでは詳しく述べないが，概念拡張を主張するブルガ一

女史にしても，マルクス理論に基礎を置くものであり，

物的生産を狭く解釈するのは，マルクス主義のドゲマ的

理解であるとし、っているのである。

この論議は大きな反響を呼び， 1964年6月ハンガリ一

社会主義労働党経済理論委員会で議題として取り上げら

れた（注3）。会議は，実務的視点を盛込んだ中央統計・局提出

の「国民所得計算の主要な理論的方法論的諸問題」につ

いて論議が交わされた。中央統計局側の見解は，現行の

国民所得統計は，サーヒ守ス産業の大部分の活動を反映し

ておらず，国民経済の現状を本当に算出しているもので

はないとする。たとえば，国民所得諸勘定に示される消

費フォンドと生活水準という視点からみた住民の消費は

同一分野をカバーしておらず，国民所得分犯を示すデー

タと財務勘定のデータにはいくつかの矛盾があるなど，

多くの問題点が指摘され，その解決策として，社会的に

必要な全サービス活動を闘民所得に算入すーべきであると

提案した。

これに対し，大部分の討論参加者から，長期計樹やそ

のほか経済分析のための実際的必要性と国民所得計算

の現実との聞には矛盾があるとの窓見がだされた。溺民

の生活水準の向上は医民所得の成長率を基礎に計測でき

るのは明らかであるが，生活水準を算定するには，計算

から除外されている広範なサービスを考慮すべきこと，

国際的経験から，物的生産に対してサービスの比率が増

大してヤることなどから，現在の国民所得勘定は生活水

準の向上を算定する基点、とするには不充分であるとの意

見が述べられ，一部の論者からは，狭い泌氏所得概念に

研究ノート

ば，物的生産中心的価値判断が伴い，政策的にサーピス

部門の発展を阻害する要因となっているという意見が述

べられた。

しかし，具体的解決策としてどのような方法をとるべ

きかについては，問題がマルクス経済学の基本的命題と

従来の；施策の基礎に関連するものであり，意見が対立し

た。中央統計局と一部の論者達は，生産概念を拡張して，

体系的に対処しようとするのにたいし，ほかの論者i土，

この目的のために，新術語・指標・パランスを導入する

ことによって，部分的修正に止めようとL、う意見が述べ

られた。

結論的には，この会議では，現行の国民所得計算は理

論的にも実際的にも時代の要請に応えておらず，ハンガ

リーの現状にも合っていないという点では合意に達した

が，それに代わるべき国民所得概念を作りだすことがで

きなかった。問題がマルクス経済学の諸問題全体との関

連で明快に解決されていなし、ので，当分は経済発展の計

測とほかの社会主義諸国との比較のため，！日医民所得計

算を継続しながら，長期的な福祉計画に役立つような，

サーピスを含んだ新概念による討泌を王手行的に行なうと

いう妥協的な方針が出された。

この結論はハンガリー科学アカデミー常任委員会で検

討され，同様な意見が採択された。中央統計局では，この

意見にしたがって2系統の国民所得統計の作成に取りか

かり，全産業部門を含む新国民勘定体系の検討を始めた。

この国民所得概念に関する議論はさらに発展して，

1968年の知識普及協会経済委員会では，チェルノク

(A. Csernok）は，現行国民所得概念は，統計，経済分

析，経済計画において，もはや総合的指標としての要誇

に応じられなくなったと主張した。彼は，サービスを除

外した指標は，全体的な現実を反映せず，サービスの過

少評側，無視に導くものであるとし，問題i主新1132系統

の総合的指標を採用することによって解決するどころ

か，逆に混乱を招くのみで，結局どちらかが消滅するこ

とになるという。さらに，必要の最大限の充足を規定す

る社会主義の経済法長IHこ言及して匂行政，匡防，そのほ

か類似の活動も，社会の必要を満たす限り，国民所得に

算入すべきであり，搾取から自由になった社会主義社会

では，このような考えつかはマルクスの価値論にも経済学

的諸概念すべてに対しても対立するものではないとし

T亡e

討論参加者は，大体この主張を支持し，新しい拡大さ

れた概念に基づいた指様を計算し国民経済パランス体
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系と正しく整合させること，所得サイドからの国民所得

J十算アフ。ローチを採用することなどが提案された。この

提案は，議長である中央統計局第1面lj局長フサ－；レ

(I. Huszar）により採択された。

しかし，具体的にどのように概念を拡大していくかに

ついては意見が分かれ，全サービスを含める指標を物的

生産に基づく指標に代置せよという案，現指標に近い，

物的国民所得に購買されたサーヒ守スヲ無料サーピスを含

めた拡大された国民所得さらに社会の生存を維持する一

般的諸条件，たとえば，行政，軍備などを含んだ国民的

実績（nationalperformance）ともいうべき国民所得の三

つの概念を含む指標体系を作れという意見が出された。

もちろん，このような指標体系は，統一的固定的概念が

欠如するという短所はあるが，これら三つの誇指標を対

置することによって，より深い経済発展分析，これら指

標の相対的均衡とダイナミックな発展，国民経済の構造

と発展を知ることができるという大きな利点があるこ

と，特に最後のもっとも広い概念は， i重民経済勘定体系

として設定するのに適しているという意見が出された。

結局この討議では，国民所得概念の拡張に関してより

進んだ検討がなされたが，まとまった結論には至らなか

った。ハンガリーの国民所得概念の拡張に関する論争で

考えられることは，現実的要請は非常に強いが，F 明確な

理論的な裏付けが弱かったようであるc この問題に臆す

る論争は，中央統計局が物的生産による国民所得統計と

全産業分野を含めたそれの二つの時系列を作成するよう

になって以米，少なくなっている。

国民所得概念をめぐる論議と並行して，方法論，計算

方法についても，いくつかの間題が出されていた。その

よなものは，現行価幣制度の下では，価格は姉殖と均衡

命保っておらず，価格は産業諸部門間の:rELい関係を表

現していないので是正されなければならない，また国民

所得計算は各部門の純生産を集計ーする方法によっている

が，国民的実績概念を含む指標体系金導入ナれば，実際

所得を集計する人的方法が重要な役割を果たすようにな

る，さらに間際比較，特に資本主義諸国のi靖氏所得統計

の基礎である SNAとの比較を考慮すべきである等々で

ある。

以上国民所得計算をめぐる議論争を紹介してきたが，

新国民勘定体系論というようなかたちでの論争はない。

それは国民勘定体系は，概括的な議論はできるが，個別

勘定にま勺立入って検討するには統託技術的知識を要す

るため， 川般にはなじまないためで，新国民勘定体系は
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中央統計局を中心とする実務的専門家の問の討議によっ

て作成された。しかし，国民所得概念はいうまでもなく

新国民勘定体系の中核であり，とれに関する論争によっ

て，体系作成の基本的方向は知ることができる。

新国民経済勘定体系の作成について見務すことのでき

ないのは，国連欧州経済委員会欧州統家計会議のS:-:!Aと

MPS連結作業の影響である。この作業は二つの時期に

分けられる。第1期iま1959年から64年に「ヨーロツノミで

現在使用されている屡民勘定体系の比較に演する報告者

グノレープ」 (Group of Rapporteurs on Comparisons 

between Systems of National Accounts in Use in 

Europe）により行なわれた。

この作業では，旧 SNAと， MPSは当時標準方式がな

かったので，主としてソ速の国民経済バランスについて，

両方式の生産，所得，支出の主要集計i車およびその7主要

構成項目の概念，範囲などを明確にし，その相違を比較

調整して，両方式を相互に組替える手続きを表式化したυ

これによって，従来不明瞭であった両方式の相違点、と相

互連関がかなり詳細に解明された。

第2期は1964年から68年までの時期で，相互に連関を

保ちながら，いくつかの作業が並行して行なわれた時

期である。国連では，旧 SNAの改訂による SNAの作

成，コメコンでは，標準方式 MPSの制定，そして，欧

州統計家会議を中心とした函連での両者の連結作業が進

められていた。一方，ハンガリーでは，これらの作業に

関与しながら，経済改革実施に備えて，新国民勘定を制

定した。

SNA改訂作業では， 同一基盤に立った国民経済の多

面的比較を目的として， MPSとの連結が可能な方策がと

られたのその兵体的な作業は「径｜民勘定と国民パランス

に隠する作業グルーヅ」（WorkingGroup on National 

Accounts and Balances）がftなった。

欧州統社家会議のこのような連結作業；土， MPS 専門

家には SNA改訂作業に， SNA専門家には MPS{1二成

作業に参画させる機会を与え，相互の経験の交流と理解

を深める有力な場となった。

ハンガリーでは， :VJ回の作業グルーブ以来，中央統計
局のM ・モッド（M.Mod）女史を中心に，この作業に積

極的；と参加した。同女史は SNA制定の際の国連専門家

クリレープのただ1人の社会主義縮図代表で，両体系の連

結作業の中心人物である。

初在iiの作業グループ。では国民所得勘定のみが比較の

対象であったが， 1.,tき2回目の｛？二業では SNAは産業i盛時時
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表，資金循環表など各勘定を総合的に組み立て，新概念

を導入し，分類も詳細になっており，ハンガリーが，経

済改革に対応して，サービスも含めた全産業部門におけ

る所得の流れ，資金の流れなど従来の MPSになかった

新概念，新勘定を導入した新しい勘定体系を作成するの

に大きな影響を与えた。

SNAの検討過程で，ケンブリッジ大学のR・ストーン

(R. Stone）教授の作成した SNAの各部分勘定の相互関

係を示す詳細な7 トリ、ソクス形式の勘定体系が提案され

た。ハンガリーでは，との方法を利用して，新医民勘定

に用いられる諸概念，諸カテゴリー，諸ー分類を体系的に

経済学的・論理的諸関連を保たせるようなハンガリーの

勘定マトリッケスと MPSの勘定7 トリヅタスを作成し

た（注4）。この MPSマトリックスは SNA作成の際，

SNA・MPS両体系の概念，定義，分類の共通性を拡大

するための作業に活用され，作業グルーヮ。の最終報告

書（伎町はこの SNA,MPS iバマトリサケスの詳細な相

互連関を明らかにしているの

ハンガリーはこのような作業を通じて，きわめて短期

間に統合性のある勘定体系を作成することに成功した

が，後述するように， SNAの諸勘定を機能的に分析し

自らの諸勘定作成に利用している。そのため，新国民勘

定体系は，一応物的生産・非物的生産の区日IJはしている

が， SNAに転換可能な勘定体系である。しかし，国民

所得論争にもみられるように，理論的な面でどれほどの

詰めが行なわれているか疑問であるの経済改革の現実的

必要が先行しているようなi：［］象も拭えない。

そこで，つぎに新思民勘定体系の基本的な特色を把え

るため，主要な表である産業連関表および所得分配パラ

ンスを検討してみよう。

（注1) Studenski, Paul, The Income of Nations, 

New York, N. Y. Univ. Press, 1958, pp. 473-474. 

（注2) Schmidt, A.，“Some Problems Concerning 
the Calculation of Socialist National Incomes，＇’ Acta 

Oeconomica, Vol. 3, Budapest, Akademiai Kiad6, 

1968, pp. 221→228. 

（注3) il Nemzeti Jovedelem-Szdmitds Nehdny 

Kerdese, Budapest, Kossuth Konyvkiad6, 1966. 

（『国民所得計算の諸1::1悩』。 19641干のハンガリ一社会

労働党経済理論委員会 －cの討論集である）。

（注4〕 Statistisztikai Szemle (1967), pp. 115『

136. これは Arvay,Janos, ＇‘Development of the 

National Accounting System in Hungary，” The 

研究ノート

Review of Income and Wealth, Series 15, No. 2, 

Annex 2 le.再録されているわ

（注5〕 U.N目， ConceptualRelatio河skiρsbetween 

the Revised SNA and MPS, E/CN. 3/397/Rev. 1, 

New York, U. N., 1970. 

II ハンガリーの産業連関表

ソj室・東欧諸国で産業連関表が作成され始めたのは回

年代後半であるが，当初は試算的なものであり，実用に

供しうるものが完成したのは前年前後である。

ハンガリーでは， 51,52, 53年について，工業部門全

体を一つに総括したきわめて大雑把な試算が行なわれ

たのに始まり， 55年表をもとに，経済計画作成への利用

-it1能性が検討された。その後ハンガリー暴動による混乱

のため，作成作業は一時中断されたが，58年に，内生部門

が分類不明を含めて40部門の57年表が公表された。これ

が絞初の実用的な産業連隠表であったが，まだ実験的な

段階にあり，本格的なものは61主fに発表された内生部門

間部門の59年表であるとされている。その後， 69'年まで

l ff.おきに作表されたが，この日寺期の産業連関表は，内

生部門を物的生産部門に限る MPS型の産業連関表であ

る。すでに述べたように， 1968年経済改革の実施に伴い

新国民勘定ではサービス部門を含めた勘定を作成するこ

とになったが，産業連関表でも， 1969年からサービス部

門を含めた全産業部門を内生部門とする SNA型の産業

連関表に切換えられた。ハンガリーの統計年鑑には，企

業ベースによるSNA型の簡易交が集録されているので，

その概婆を知るには便利である。

本総で利用する資料は， MPS型と SNA型による産

業連関去を比較できるように集録した72年表の特集（注1)

である。これには，活動ベース（MPSでは「純粋部門j

'IHCTble OTpaCJJHに当る〕による MPS型の90部門表と

15部門の簡易表， SNA型の102部門表と21部門の簡易表

抗生産者価格で示されている。部門数の相違は非物的

生産部門の数によるものであり，非物的生産部門には，

対側人サーピス，都市・農村公共Jifu:設，対事業4トービス，

住宅．保健，社会・レクリエーショ Lノ＋ーヒス，教育，

スポーツ・体育，科学および科と＇／：

機持llのff哲伺均E含められてU、る。 SNAmでは表中に物的
：＇！＝.潔部門のみの諸数値の合計お上び：） Jo物由＇）：＇主渡部門の諸

数値の合計を特掲している。

説明に入る前に MPS型の産業連関表の特徴を簡単に

述べておく。

7ラ
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第3象浪は「国民所得の価値構成」をあらわし， SNA

型の付加価値に相当する。第4象五授は「国民所得再分配

の個々の要素（非物的生主主分野の労賃と企業の所得）Jを

あらわす。 SNA型では，通常この象娘は使用されない

が， MPS型では，内生部河を物的主主産部門に波るため，

同氏経済の全部門間の相互関係を表現するためには，非

物的生産部門をどのように取扱うかが問題となり，第4

象限をこれに当てようとし，抽象的な説明は各国でなさ

れているが，どのような表示方法をとるか実際上困難な

ため，ハンガ、リー表でも空白のままになっている。

研究ノート

MPS型の産業連関表も 4象限に分けられ，各象限の役

割も SNA型と類似している。 MPS型の産業連関表は，

マルクスの再生産論の考え方にしたがって，産業部門を

物的生産部門と非物的生産部門に分け，前者が生産した

社会的総生産物の循環を示そうとするものである。した

がって，内生部門は物的生産部門に限られるので，第1

象限は「物［内生産部門I日jの諸関係j，「生産的消費の構

造」をあらわす。部門の範囲は異なるが， SNA型の中

I首l需要に相当する。第2象阪は「j翼民所得の物的構成J,

「国民所得の平I］用」をあらわし，最終需要Jこ相当する。

（単位・ 100万アォリント〉第l表（A) 全経済分野による産業連関表 (1972年生産者価格による〕

最終 1
4蒜要｜紘不lj沼！

m ,852 925,318 
74,250 86,827; 
522,1021,012 ,H51 

I W 171総｜
｜翰lU

j矛lj F目｜

314,939 132,913 
74,250 

8,0091 124,581 389,1891 132,913 

i総資本形成
最終消費！空亨室長引

116,572 8,009 124,581 

116,572 

Zぃ

"' 
m ,466 :Bl 190,358 
12,577 74,250 
490,043 264,608 

H,213! 
175,051 
176,355: 
351,BOOi 

883,0561 
129,0鈎i
],012,H5: 

…，，.，.，11 
i諸笥）[''J ijl主諸都ド＇I'
437 ,573 iA; 39,893 
9,907 2,670 
m ,,so, 42,563 

物的生産諸部「1
才1，物的生ぷぷ部門

7,935 
31,266 
5,063 
36,329 

86,827 

86,827, 

33,2781 
144,179 
(D) 171,292 
s1s,m 

796,229 
129,089, 
925,318; 

資本減粍引当
賃金・ flill人所得
経済諸都！”jの純所得
純問民生産

広雨
入（競争〉
ビス総計

ヨ二

サU4
・、
ィ
ι－P

総
輸
財

〈単位： 100万ブォソント〕る室主主主述I≫]亥 (1972年）物的生産分野I・こ日
υ

本形成 I I I I 

I 物的国内1 1物的鼓｜
建II Jt 1輸出 ｜総利用！ 総利用｜ 終需婆｜

8 0091 124,5811 354,8, 

i 総資

物的生産 i物的主主 総同定資先
端部門｜終il'i't1f ヰ；形成＇ 1-L

物的生産猪苗i円 437吋a)23日 1116,5721 
資本減粍引＂ 11 33,278 
賃金・例入所得 144, 17到
経済諮ii官門の納所得 i{b) 181, 1991 
純物的生産 325,378, 
総司：皮肉 796,229/ 
総 人（鋭争） 129,089i 
総ムt 925,:m: 

（山fiJr・) Kozponti Statisztik乳iHivatal, Agazati Kapcsolatok Aferlege, 1972, Budapest 1975, pp. 208山209,

550叩551より｛午1点。

（注〕 (l) f (A) + (B) ニニ （札）
J 39,89;1 190,358 2:l0,251 
）制十江市立（b)
l 9,907 171,292 181,199 

1llij五三ともL、わゆる、A")j式のjミ℃重量争総入犯の主主である。(2) 
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MPS視の産業迷関表を横にみれば，第1象限と第2象 子，物的生産部門で生産された剰余価値の再分配を受け

限を結んだ各行は，その部門の生産物がどのような用途 るという基本的な視点に立っているからである。

に利用されたかを示し，縦にみれば，第 1象混と第3象限 作表技術的に比較すると，両者の関連は明らかであり，

を結んだ各列はその部門の生産物の価値構成 （cムV→m) 雨表の相互転換は容易である。しかし，その理論的背景

をあらわしている。そして，表全体としてみると物的構 は全く異なったものとなってくる。 SNA型の産業連関

投および価値構成からみた社会的総生産物の循環を示す 表でも，物的生産部門と非物的生産部門の質的差異を認

ものである。 め， j作表上－r.t：分離できるようになっているが，両表の
つぎに，実際の表を利用して倹討することiこする。 基礎的諸概念・諸指標の定義，経済的内容は異質の考え

第11表（A）は，全産業部門を内生部門にしそこ SNA型 方iこ基づくものである。

の産業連関表で，この型がノ、ンガリーで実際iこ使われて SJ'¥A型では第3象慢は全経済部門で生産された付加

いるものである。第1表(B）は，第1表（A）を MPS型 価値全体をあらわし，従来ソ連・東歌諸国では，ブルジ

であらわしたものである。炎内の数値は，産業部門に分 ョワ国民所得論として批判してきた縄問民生産概念に基

けない合計のみを記入しどものである。数値を比較す一れ づくもので，マルクス淫済学の国民所得減念に基づく純

ば，両奈の関連は明瞭である。－－~でいえば，（ B）表は 物約生産と対量まされてきたものである。

(A）表の物的生産部門の項目を縦績に取り出して，内部 i何者の関係はつぎの通りであるつ

の項目を再集計十ればよいのである。すなわら，（A）支の （単位 100万ブオリント〕

非物的生産部門の物的生産部門からの投入iA1（中間投入） 純物的生産 325,378 

と物的生産部門の最終消費（到（綾終需婆）の合計が（B) 物的生還に使用された非物的サービス 仏9。7
表の物的最終消費（a）になり，（A）表の物的生産部門の非 物的生産部門の付加価値 315,471 

物的生産部門からの投入（C)（中間投入）と経済存者部門の + 非物的生産部門の付｝Jll価値 36,329 

純所j敏D)（付加価f川隆）の合計が（B）表の経済諸部門の純 純国民生産 品51,800

所得（b）（剰余価値M）となる。ここで経済部門の純所得と 第2象般の最終需要では，最終消費だけが異なってL、

は，（A）表では，全産業部門の企業手l]j低社会保険納付

金吻企業に課せられる租税・納付金，取引税，価格調整

金・その他補助金付，取引税以外の間接税であり，（BJ

表では物的生産部門における上記諸項目iこ非物的生産部

門に対する支払引が加えんれる。両者ーの相違は，いうま

でもなく，後千ft.;：非物的生産部門は新しい倣始ーを生淳：せ

るの

物的生産物の最終消費

非物的生産部門の物材中間消費

(A）の物的生産物の最終消費

230,251 

:;9,89,l 

190,:3日4

! 非物的サービス消費 74,250 

最終消費 264,608 

務2署長占I h': "Ji f号の 成 j乏（1968年午、変｛由If持単位： l()()}jブオびント）

物的純生1本 純凶民生産 ，，主任事（1960エニ100) ! 対新j'1'1申てにヰf

(A) （日）
'1＇.広： 日／A : C/B 
（じ） X 100 

1960 153,059 168,000 18,389 11.0 I 100.0 I川）（） 1()(1。（）
1961 160, 11:l 175,500 18,980 JO一日 1 104 β 104.5 103.2 4.6 4.G 
1962 169,679 186,000 19,943 JO. 7 110. !J 110.7 JO向.5i 5.0 G.O 
1963 178,8:!4 196唱。｛）（｝ 20,850 10.6 116.8 116.7 ］｝；）‘4, 5.4 5‘4 
1964 l品店、572 204,500 21，詞45 JO 7 121. 9 I 12J. 7 118.8 , 4.:¥ 4.:¥ 

1965 186,782 205,000 22,:1丹0 109.8 10.:1 122.n 122.0 121.7十 0.1 0.2 
1966 202,0:i:i 220,400 '22,877 109. 1 !0.4 l:-¥2.0 1:::1. 2 i己！.4 日.2 7.5 
1967 218,4ι引 2;37 ,400 , 24,081 108. 7 10 l 142‘？ 141.3 131.0 8. 1 7.7 
196品 229,,!8向 立必奇.75,3' 24,95行 108.4 : 10.0 149.9 148. 1 Ll5.7 , ら（｝ 4.8 
1969 247,1167 266,500 25‘497 107.6 9.6 161.8 15拘.6 i；対.7 討会。 7. j 

9βI 169.7 1970 259,772 27H,919 26,577 107..1 1抗6.0I ]44.5 4.9 4.7 
1971 276,700 2刊7,61自 2丹、n99 107.6 9.fi 180.8 177.2 1sn.1 6.5 6.7 
1972 290,700 :¥12,500 :l0,100 107 .5 ' 9.6 I自9.9 186‘｛｝ 16:.l.7 5.0 5.0 
197:.¥ :n2,:no :l:l5,:l（）（、 :n『958 107.4 9 .5 204.1 199.6 17::l.8 7.4: 内I.・,向

197'1 :n4,200 :358,800 ；辺、000 107.4 9ι日I2rn.:i 

(IJJI折） Hungarian Central Statistical Office, Statistical Yearbook, '/). WII.i:より ff/jj正。
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上記のように， SNA,MPS i両型の産業連関表の比較

を試みて，その過程で純物的生産と純国民生涯の関連を

明らかにしたが，ハンガリーでは，すでに述べたように，

この両系列による国民所得計算が並行的に行なわれてい

るので，参考のため両系列を比較してみよう。新国民勘

定体系への移行に対応して，中央統計局は，従来の1959

年不変価格にかえて， 1968年不変価格による実質国民所

得の斜計算を1960年にさかのぼって行なった。第2表は

両系列の実質国民所得の成長をあらわしたものである。

表から明らかなように，絶対額で比較したばあい，純

物的生産と純国民生産の差は10%以下に過ぎない。両者

の成長率を比べてみると前者が後者を上廻っている。後

者の伸び率が低いのは，非物的サービスの仲びが低いた

めである。このため，非物的サービス生産の純国民生産

中に占める比率はIO%以下と低いが，さらに相対的比重

が漸減傾向にある。先進諸国では経済発展に伴って，第

3次産業のMiびが高くなるのとは逆傾向にある。実際に
比較するとなると，産業分績の調整が必要なので簡単に

言えないが，サーピス生践の比重が低ドj傾向にあるのは

興味ある問題である。

Ci主1) Kozponti Statisztikai Hivatal, ilgazati 

KaJ,csolatok ~1erlege, 1.972, Budapest, Statistikai 

Kiadb V {di a lat, 1975. 

III 所得分配ノξランス

新国民勘定体系作成にあたっては，所得分配過程の分

析に注意が払われた。新経済＂十画・管理体制の下では，

政府は，指令により企業の生産活動へ正iJ去に関与する代

わりに，クレジ、ソト，利子率，価格，租税，関税，補助

金など財政・金融上の経済的規制用具を利用して，企

業活動を経済計画の呂襟達成に誘導する政策をとってい

る。これら規制用兵は所i~J，分配過程で機能するので，所

得分配バランスが経済計凶作成上重要ななl法を持ってき

ている。

ハン力、リーでは，凶K所得は純物的生産と純国民生産

の二つの柏原系列が：；）（i/ii'lJに計算されてし、るが，所得分

配過院におし、ても， 2種前i（！）パターンがありうるわけで

ある。中央統↓liU.古は，新勘定体系作成の際， MPSの［社

会的総生産物および国民所得の生産，分配，再分配およ

び最終利用パランス」 （いわゆる財務パラ〉ス〕を改造

して，純物的生産を基j混とした，上記のkうな経済的規

制用具を反映するような諸m標を導入した所得分配パラ
ンスを（注1），純国民生産による所得分配バランスと並行
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的に作成することを考えたが，並列主義が諸経済指標の

利用上，非常に混乱を引き起こすので，結局前者による

バランスの作成を断念し，現在は後者のみが作成されて

いる。

それでは，ハンガリーの所得分配バランスは， MPS 

の財務パランスと比較して，どのような特徴があるかを

検討しよう。

第3表はトアールグァイが1969年の実際資料をもと

に，ハンガリーの所得分配過程を例示したものであワ，

第4表は統計年鑑に収録されている所得分配バランスの

枠組みを表示したものである。前者は所得分配過程を簡

略に記述するための原則を示したものであり，実際に公

表されているのは詳絡な後者である。前者には制度的部

門として， 「i主i家予算j f住民（家計）」が明示されて

いるが，後者では想定されているが，示されていない。

財務バランス（第5表〕はコメコン標準方式の資料を利

用した。

まず財務バランスの概要を第5表に基づいて説明する。

物的生産分好（A）の誇部門で生産された社会的総生産

物（1）は，まず生産過程での物的費用（2）補填に充当され，

残されたのが純物的生産（国民所得〕（3）である。

国民所得は物的生産分野で働く住民の所得（4）と企業の

Tfrj尋問に分配され，第1次分配所得（6）を形成する。

物的費用（2）と SNAの同じ物的生産諸部門の中間消費

と比べると，非物的生産諸部門から物的生産諸部門が受

けたサーピスに対する支払相当分は，後者では経費とし

て中間消費の要素として算入してu、るのに対L，前者で

はそれらは剰余価癒のー部として企業の所得（5！にてすめら

れていることは，産業連関表に関する項で述べたとおり

である。

第1次分自己所：出掛の一部は，拘分割己過程（8～：'l4）を

経て，秘度的部門全体（A.物的生産分野言者部門， B.非

物的生産分聖子d者一部門， C.住氏， 五外国）の.lr~終所得(37)

を形成する。最終所得例は第1次分配所得（6）に分配残高

(.34)を加えたものである。再分配過程は，所得分配に関連

する機構足lj・所得形態別項目であらわされてし、る。前分

間己機構は（1）凶家財政と信用機構と，2：それ以外の機簿とに

分けられる。自）j者は経済計画実施上の資金的再分配を行

なう機構であり，社会主義経済運営の要をなすものであ

る。国家財政による再分配では，取引税，利潤控除，企

業・住民からの各種ー租税・負十［！益主を原資として，企業の

設儀建設・維持のための資金供給，各種補助金支給，住

民に対する年金・扶助料の支払などを行なう。信用機構
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第3表 1/F 1守分配ノミランス (1969年）

l.純国民生産

2.賃金と仰1入所得
3.賃金納付金・資産納付金・議税・締助金
4. [i'［接所得（1+2ート3)

5.平IJ if.¥J 分配
6.被傭者社会保険拠出金
7.経済活動による純所得（4+5十6)
8.社会保障その他経常所得
9.可処分所得（7+8)

10.最終川知
11. lti 苔（9-10)
12. 資本移転・金融活動バランス
13.純資本形成（11+12) 
14. 最終il'i'./'t・純資本｝既成iと使われた所得＊

1.純国民生産
4. I丘接所得
7.経済活動による純所得
9. ,i］＂処分所得
11.貯蓄
14.民終消費・純資本形成Ki'史われた済得＊
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10 
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23 I 

Cl封所〕 Arvay, J., ＇‘The New System of National Accounting in Hungary，” Acta Oeconomica, Vol. 7 
(1971), p. 175. 

(/_t) 本 国’＇.$（＇f算おより：企業から給貸された消費ほ住民の最終消＇Cilζ再配分した。

による再分間では，企業・住民の預貯金，融資返済，貸

付利子，保険料を原資として，企業・住民に対する融

資，預金利子の支払，保険金の支払等を行なう。

後者の国家財政・信用機構以外の機構による再分配は，

非物的生産分野（B）の諸部門が行なうサービス取引に関

連する制度的諸部門聞の収支関係が示される。

このようなJ可分配過程を経て形成された絞終霞問所｛尋

問は，住民の個人消費と非物的生産分野の物的消費であ

る非生産的消資制（最終消費概念の SNAとMPSの相

違は産業連関表の項で述べた〕と物的生産分野諸部門の

生産的設備とfr:Jj況と非物的生産分野誇部門の非生産的設

備を合わせた蓄積M1に充当されるのNAとMPSでは

「損失」の取扱いが異なり， MPSでは‘偶発的災害，

大災害による設｛r/ij，在J;lfo>J-1員失は， J員失補填酬として純

資本形成に付加されるが，重要な差ではないので以下の

説明では無視することにする〉。

つぎに，所得分配バランスを財務ノξランスに比較しな

がら説明しよう。以下の説明は第3表を主に用ν，第4
表は第3表の'.(J・)rl自の細かい中身を説明するために利用

するの

所得分配バランスのとってヤる制度的部門は， MPS

と同様に，物的生産分野と非物的生産分野にグループ分

けした舟業諸部門を示す「経済単位」と「住民」と「国

家予算」から成り立っている（「外国」は第3表では明

示されていなし、が，後述するように表中の説明では考慮

されている〕。

しかし所得分配バランスは純国民生産概念を採用し

ている I)）で，非物的生産諸部門のた庁得i土純国民生産の一

部として算入済みで，財務バランスのような非物的生産

諸部門の派生的冴得形成過程はあらわれたい。すなわち，

財務バランスの「財政・信用機構以外による」再分配過

程での非物的生産諸都内のサーどス提供に対する交払，

非物的生産部門で働く住民の所僧形成などは，純物的生

産を基礎とする所得循環の特徴である。

ーが荊号分配ノミラ Lスでは，純国民生産概念の採用と

Ji;に， SNAの所得循療の考え方を大幅に導入している。

SNAではフ口一勘定を経常収支を取殺う経常ツ口ーと

資金調達と資本形成を取扱う資本フローに分けている

が， 川ンガリーでもこの考えつぢを採用した。

第3表にkると，全.ff-業部門で生み出された純国民生

産（1）は，先ず賃金と個人所得（2）として「住民」に支払わ

れる。賃金と納入所得を差引いた残りが各産業部門の純
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所得である。 SNAの分配国民所得と異なり，「国家予算J

が制度的部門として導入されているので，各産業部門の

純所得の一部は賃金納付企，資産納付余，租税，犠助金

付等として｜刈家予算に惨殺iされ，残余が各売を業部門の直

接所得ニキlj潤となる。｜同家予算への移転資［jの詳細は，

第4表の Iのc～i諸項目である。財務ノξランスでは，

Bo 

国家予算は所得形態（9 , 10, 22, 23〕として一括して

示されているのに比べ，国家予算を制度的部門として独

立させ，費目を詳細にしたのは，租税，隠税，補助金，

設僚資金供与はど財政上の経済的規制用具を幸lj刻して企

業活動を計劉lこしたがって誘得するために各産業部門と

国家予算との関係を明確に表示する必要があるからであ
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cu:m〕 貝出 1171『コメコン際単泌氏経済バランス』 （アン γ経済研究所所内資料・調査研究釘iNo. 47-11) 
11(1和48年3月 付表第10;;1~0 ）.泉典：ょC3B,nocTOHHHaH KoMMHccn珂 noCTaTHCTHKe, OcHOBHble 
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xoaJifi.cmoa, MocKBa, 1969, p. 134. 
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る。

産業諸部門で生み出された純国民生産が制度約諸部門

へ配分され直接所得（4）を形成する過程 (1～4）を第1

次所得分配という。直接所得（4）は移転取引（5～8）を

経て，可処分所得（9）を形成する。

制度的諸部門の可処分所得ゅは，最終消費支出場と貯

蓄凶に配分される。貯蓄は制度的諸部門の問で再配分（12)

され，純資本形成闘のために利用される。 i芸家予算から

産業諸部門への資本移転（供与〕，住民の貯蓄の信用機関

を通ずる資金供給，産業諸部門間の債権債務の増減，自

己資金等により産業部門の純資本形成が行なわれる。

所得分配パランスが，このような SNAの考え方を採

用した背景には，つぎのような事情がある。

財務バランスでは，物的生産諸部門の第1次分自己所得

(6）が再分配過程を経て，全産業部門の最終霞民所得鈎を

形成し，それが非生産的消費測と蓄積湖に配分されるが，

財政・信用機構を通ずる資金的再分担過程では蓄積に充

てられる資金調達の流れが区別されていなし、。これは，

一つには，以前には社会主義諸国でi土，蓄積に必要な資

金は国家予算に集中され，経済計画にしたがって交付金

の形態で企業に割当てられてきたため，蓄積と資金調達

の関係が簡単であったためである。しかし経済改革が

実施されるようになってから事情が変わ勺てきたc ハン

ガリーでは，企業は利潤の一部を国家予算に集中しない

で，蓄積のための資金源として手えに置付るようになり，

自己の裁量で，それを使用したり預金したりできるよう

になった。以前には少なかった住民の預金も急速に増加

し信用機構を通じて，産業諸部門の有力な資金調達源

となっている。企業は，信用機関からの｛借入れにより，

他企業や住民の余剰資金を蓄積に利用できるようになっ

た。このように，企業が多様な資金調達方法を利対して，

自主的に投資を行なうような政策のもとでt主，どれを反

映するするような勘定を組込んだ所得分配バランスが必

要となってきたのである。

参考のため，アーノレグァイが， 1969年の所得分配パラ

ンス（第3表）を解説しているので紹介寸る。

1969年の純国民生産（1）は2790億フォリントである。こ

のうち， 51%の1430慾フォリントが，賃金と億人所得12!

として住民に支払われる。

賃金と個人所得を差引いた残りが「経済の純所得Jl360

i意フォリント勺ある。

個別産業部門内における賃金・個人所得の経済の純所

得に対する比ネは，相当差があり，それは，生東在住水準
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の差や価格制度によるものである。全物的生産部門平均

では47 53であるが，非物的生産部門平均では92・8と

極端に低い。全賃金総額に占める物的生産分野部門と非

物的生産部門の比率；土1<3:17であるが，全純所得iこ占ゲ

る割合は98:2である。

経済の絡所得法国家予算と産業諸部門Jこ自己分されるη

国家予算に移転（一部逆移転〉される費目（3）は，傭主負

担の十士会保険納付金，賃金税，資産税，取引税，組格補

助金，各種助成金などで， 530億フォリント，純国民生

産の19%を占める。残余のおO億フォリシトが，産業部

門の利潤で，純国民生産の30%を占める。このようにし

て制度的諮部門への「直接所得分限jの結果，直接所得

(4）が形成される。

直接所得は一部は存分配される。産業部門の企業利潤

(5）の半分以上の470活フォリントl土手I］潤控除として国家

予算に納入され， 80億フォリントは被傭者への利潤配当

として住民に支払われ．約3分の 1iこ当る 280億ブォリ

ントが企業の手元に残される。住民は被傭者負担の社会

保険拠出金（6)SOj意フォリントを国家予算へ納入する。こ

のようにして形成されたのが各制度的部門の経済活動に

よる純所得（7）である。これにヲ住民に対する社会ft＇.障年

金，扶助料の支給，企業に対する若干の経常的移転（8）が

国家予賢から支fムわれ，各宗ljl支的部門の；・f/1!1分用得（9）が

形成される。これは各制度的部門にとって，処分可能

付ispo叩 hle）な額で，全体におめる比率t土産業部f'子Jn号ふ

国家予算28%，住民61%である。

可処分所得は「最終消費支出J(1似こ充討され，残余は

「貯蓄」仕1）となる。最終消費支出2100｛窓フォリントのう

ち大部分は住民ーの侶人i肖費（1580f{iツォリント）である。

国家予算の最終消費支出490億フォリントのうち、 220億

ブォリ〆トは住民のための保健・文化関係の物け・サー

ピスの九めに‘残り；土社会の共通的必要（行政• [Y]WJ・

防災等）のために使用される。

1969年のノ、：／ガリーの全貯蓄はゆ0~色ノ A 1) L トでう

そのうち290億フォリントは産業部門で， 280億ブオリ／

トは国家予算で， 12n億フ寸リン！、dfJ二｝てにより、蓄積

された。貯蓄は純資本形成の財源となるが，この年輸出

が70億ブオリ Lト輸入を上倒り，その額／ぺけ対外flf務内

返済に充てられたので，国内純資本形成に利用できたの

Lt620/,:Jブォリントヤある。

国家予算および住民の貯蓄は，クレジットまたは資本

移転倒の形態で，産業部門の純資本形成1叫にやJJ)jjされ

る（注2）。
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〔注 1) Arvay, J.，“Balance of Incomes in the 

Draft System of Balances in Hungary，＇’ in National 

Accounts and Balances，丸Narsaw,Research Center 

of the Central Statistical Office of Poland, 1968, 

pp. 104-105. この本lt 1965年2月：ζ行なわれた国際

シンポジウムの報告集て、ある。

(it: 2) Arvay, J., ＇‘The New System of National 

Accounting in Hungary," Acta Oeconomica, Vol. 7 

(1971), pp. 171 17:-l. 

IV ハンガリ一新国民勘定体系の意義

新国民尚定体系は，以上述べてきたように，経済改革

による新しい経済計爾手法・経済管灘体制；こ適応して開

発されたものであり，どのように有効に利用されている

かは，今後の唄味ある研究課題であるが、その出現自体

が‘従来社会主義諸問で行なわれてきた樹氏経済ノミラン

ス論に大きな問題を提起しているつ

国民経済バランス論が，社会主義経済計痴化の方法論

として，多くの先行的・競争的諸方法との抗争を終て，

ソ連でII：統的地位を確立したのは， 19W年のスターリン

の「ソ連邦における農業政策の諸問題によせて」（注1）に

よってオーソライコぐされてからであるの

スゲーリンがこの報舎の中で，国民経済ノ〈ランスはマ

ルクスの再生産論に立脚して作成されるべきであると述

べて以来，再生産表式の社会主義経済計凶iへの5主体的適
用が国民経済パランスであるという見解がソ速では支配

的どなサている。

たとえば，統μ卜学芦ーペトロフは「；尚：生理の具体的表示

としての国民経済パランス j 「社会主義再生療の一種の

『経済表.JIである国民経済バランス表式jイ注2）といって

いる。この役場はMPSにも引き継がれ， f本文書に述べ

られた凶民経済の統計的バランスの方法は，マルケス・

レーニンヰミ裁の社会的再生産論に基~5いて作成されて

し、る」 (rt3）としてし、るの

マルクスが「資本論」の第2巻第3編で焼閉している

再生産論あるいは再生線表式分析が，資本主義経済の分

析のみでたくー社会主義経済；n幽化の3事者整理論として適
用できるかという点については、マルクつえもレーニンも

『ゴ…タ綱領批判』やヅハーワンの「転形期の経済学1
への評tl；で，断）午的にその可能fl:を示しているに過ぎな

いの再生ili':t論を社会主義経済の分tnに適用するという汚
え方は， I：記の λケーリン報告以降の国民経済パランス

作成に関する諸論争を通じて一般化されたものである。
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しかし，マルクスの再生産表式は，資本主義経済の拡

大再生産過程を説明するための純理論モデルであり，現

実の経済分析にそのまま適用できるような統計学的カテ

ゴリーではない。それをソ速の経済計画の現実に結び付

けるのには無理があった。ましてや， 30年代以降ながら

く行なわれてきた取引税による蓄積財源、の吸収，生産財

は低価絡・消費財i土高｛溺裕というこ重価格制変のドでは，

時価表示は経済諸量間の関連や釣合を示すのに歪みをあ

たえることになれ再生産論の実際的適用をいっそう困

難にした。社会主義経済の下における価値・価格をめぐ

る論争はう米だに決着をつけ難い問題である。

物的生産部門を生産財， i荷費財の二部門；こ分害jした再

生E霊表:.ct:での生E量に消費，されるw
十mのc）の重複Jト算，南部門への部門分＇,l;JJの基準など数

多くの問題が再生産論の適用をめぐってソ速では討議さ

れてきた。現行国民経済ノ〈ランスでも，再生産論との関

連i土ナっきり解決されているわけではないが，基礎的諸

概念，諸指襟の抱えゾfは再生産論iζ基づいている。

しかしヲ ニのような再生産論と国民ー経済バランスをめ

ぐる議論は，一つの枠組みの中での議論であった。それ

；土ソ速の経済，H-到・管J.lliメカニズムと関連づけて理解さ

れていなかっ／三。第2次大戦前比ソ速が唯一の社会主

義liiであり，その経済計画・管理体制はft［］社会主義経済

体制であり，それと異なゥたかたちの経済計画・管現体

制の可能性を考えることなく正当なものとされた。

ヰ1:k；集権的指令的経済封＝浬{4正常JJの下では，企業の生産

活動；土中央の，HI濁指令iこしたがっ｝て行なわれる。中央：土
「｛ITJiをどこで， どれだけ生主主し，どこにどれだけ供給ナ

るか」を計i到し企業；こ生産・供給を指令する。このた

め， M，目立J＇！コA主主 ・in鎧t.醤績を示ナ個別物Hノ〈ラシスが
作成されるc ゾ速の経済計幽の基本は，物Hバランコえに

よる物必＇Jμ十河にある。

企業；土，定められた制li絡で原材料を購入し， J十｝謝でtた
めC，れと数量；の生産物を定められた11出絡で汽｛寸u・機関に
納入すればよいのであり，商品・貨幣潤係は市場経済のよ

うな生産；ニ対する矧制作用を持たず，生桜；¥JIT留を補完ナ

る矧よミ；二十ぎなL、。 Ht，攻・金融機関の活動しごと産計調

に対応して行なわれるの作業i土生産JI衝にはf「った巡

転資金を金融機関から借入れることができる。どこに、

どんなヨ二産設備会期設するかは，小うたの投資，H・到による

もので，企業がrU：的に行なえるものではない。技術
情投資金は国家予算か九交付金として供与され，返却を

必要としないの設｛備投資資金は耳元引税，利潤控除などの
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かたちで企業から中央に集中され，計画にしたがって企

業に配分される。

このような経済計画・管理体制下で経済的諮組織が経

済循環過程で果たす機能的相互連関関係は，国民経済バ

ランスの作成に反映される。計画・管理に必要な経済諸

指標がなにであり，それをどよのうに把えるかは，この

機能的相互連関関係により決まる問題であるc

ソ連の国民経済ノfランスは，戦後社会主義国となった

東欧諸国に，ソ連の経済計画・管理体制とともに導入さ

れ，標準方式MPSの基礎となった。しかし，ソ連型の

経済計画・管理体制が唯一のものである限り，国民経済

バランスの内包する諸問題は表面化しなかった。

東欧諸国で国民経済パランスの根本的な再検討が行な

われるようになったのは， 60年代中頃に各国が相次いで

経済改革を実施するようになってからである。とりわけ，

従来の中央集権的指令的経済Jt画・管理体制を全函的に

放棄し，市場メカニズムの導入による新しい経済計画・

管理体制に移行したハンガリーでは，それに対応した新

しい国民勘定体系を開発した。

新制度のドでは，企業は中央からなんらの生産指令を

受けることなく，市場の需要に応じて，どんな原材料を

購入し，何をどれだけ生産するかを自主的に決定する。

物材ノξランスによる指令的物動計画は存在しない。企業

問の売貨は直接交渉により行なわれる。価格は国定価格，

最大限価格，制限的向尚価格〈上限と下阪の設定〉， 自

由価格の4種の混合側格制度をとっており，行政的に決

定された固定価格制度ではない。そこでは，商品貨幣関

係は生産を規制ないし調整する作用を持っている。

以前は企業利潤の大部分は国家予算に集中されたが，

新制度の下？はかなりの部分が，企業の弓！二元に残され，

自主的に投資や運転資金に利用できるようじなった。企

業は自己の判断で銀行借入により設備投資資金，運転資

金を調達することができる。国家予算による投資は，個

別企業の枠を越える国民経済的意味を；！十〉た殺資，学校

・病院・行政機関などを主な対象としているの企業投資

に対する国家の介入は，銀行に対する融資原則を設定す

るだけで，銀行はその原則の枠内で自由に企業に信用供

与を行なうことができる。

このような企業の資金調達に関する政策の変化によ

り，投資に必要な資金を国家予算に集小し，ll潤指令に従

って企業に配分したばあいと異なって，資金調達勘定を

国民勘定体系にピルトインする必要が生まれてきたこと

は，所得分配パランスの頃で述べたとおりである。
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政府の経済計画は，企業に対する生産指令約要素を含

まず，マクロ経済的総合指標（国民訴得，総投資，労働

力需給など）を提示し，国民経済のあるべき方向を示す

のみで，経済計画目標の実現は，各種の経済的規制用具

（価格，税，関税，利子など）を活用することにより，

企業活動を間接的手法で誘導してゆく政策によるうこの

ため，経済的規制用兵を活用する場である国家予算の役

割が所得分配バランスに明示されていることはすでに述

べた。

新しい経済計樹・管理体昔話jへの待行は，経済諸組織！尚

の機能的結び付きを変化させ，それに対応した経済諮指

標の導入を必要ならしめた。新国民勘定体系のill現は，

再生産表式が社会主義経済の分析にも適用可能であり，

かっそれを発展させたものが国民経済バランスであると

いう従来の短絡的理解は誤りであること，そしてi材者の

関係は経済計声1・管理の具体的諮形態との関連を通して

理解さるぺきこと合示してヤる。

しかし，問題はこれのみに止まらない。

ハンガリーの新国民勘定体系では，国連におけるSNA

とMPSの連絡作業の経験を生かしと， MPSとの連繋

は考慮されているけれども，国民所得論争などの結巣，

国民所得として純物的生産ではなく，非物的サービスを

含む純国民生産が使用されるようになった。純国民生産

を基礎とする終済箔a環の把え方法，従来の物的純生産を

とる再生産論の考え方とは異なぺたもので，；魂論的修正

を伴うものであるc 新しい経済，JU1li.管理体制への干名行

に伴う新しい経済指標体系開発の現実的要請は，従来の

経済計画理論の再検討を必要としている。

以上述べてきたように，／＇＞グ十！ーの新国民勘定体系

わ出現は従一米の同氏経済パラJ ス論；こ対し大きな問題を

t!i'起しているが，さらに注目しなければなら丘いれば，

国民経済バランスは本家であるソ連においても根本的な

再検討が加えんれていることであら。 isH6tHの契機とな

リたのは，ハLゲ・；ーと同様iニ絞；／i改革の進）p；と SNA

（.＇）出現とその孔 11'討との連結l1殺の影響であるつ経済改

革の引き金となった巨大な滞貨は， I荷品ikifilと貨幣所得

形成の関連を経済計画のIFに正しくJ目定することの必要

を示した。中央集権的経済管理体制下ではあるが，企業

に対する価絡・税・利子.faHJなど；益法的刺激政策山活

用は，従来ィ、L止していた経済iH1I1jにおける資金的{!Jilt討の

分析を不可欠なものとした。このような所得・資金循環

を示す経済指標を統一的な整合性を保った経済パランス

体系の中に位鐙づftることは， illi力i1じ己主e善のための益要
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な課題である。しかし，これは従来の国民経済ノ〈ランス ている。経済計爾・管理体制をめぐる批判的論争は，閣

の枠組みの中では困難である。現在， 6.刀．イサエフが 内では政治的抗争と絡んでいるので困難である。したが

中心となって中央経済数学研究所（UettrpaJibHbl註3KOー ってチェコ事件などにみられるよろに，体制批判論者が

HOMHKO・MaTeMaTH'leCKHHI-iHCTHTYT，は3Ml1）が隠発 国外に流出し，かれらにより論争が西側諸国で活発に展

している総合物材・財務ハランス（CBO;¥Hbl晶MaTepua- 認されている。

品 110・中日HaHCOBbl品 6aλauc,CMφお）はこのような要 すでに述ぺたように，実質的iこ導入するか，作表技術

請に応え，現行パランベ体系とはちiJiムこれと併存する 的に利用するかなど程度の差はあるが，ソi怠ハンガリ

かたちで作成されている。このバランスの内容について ーでは SNAは，すでに新しい国民勘定体系の作成に導

は本稿では取上げないが，盛岡常夫「ソ連邦の＜総合物 入されており，そのほかの東欧諸国でも，その利用は大

材・資金バランス＞についてJ位 4）が紹介しぐいるので， きな課題となっている。そして，その利用の可能性を開

詳しくは同論文を参照、されたい。 いたのは国連の SNAとMPS連結作業である。このよ

イサエフはソ速において初めて SNAと国連欧州、｜経済 うな国民勘定体系の歩み寄りは，社会経済体制の異なっ

て公民会における同体系の連結作業について体系的な紹 た諸国間の国際経済比較をより兵体的実質的なものとす

介（注5）を行ない， SNAの作成力法の利用を提案した人 るであろう。

物であるの彼は CMφ5作成にうiつては， R・ストーン Ci' 1) スターりン「ソ河認における農業政策の諮

の主導により開発された交E手形式，寸なわちマトリック 日：1.1起によせてJCスターリン全集刊行会訳『スタ－9ン
スを利用して諸勘定を結合して，諸勘定問の相互連関， 全集』 潟12巻 大月書店 1954年） 193ページ。

体系全体と各劃定の連関を簡明にしめす SNAの表章形 (il'2) ア・イ・ベトロフ編 大橋隆憲・木原正雄

式を利用L，現行国民経済バランスには見られない統合 監訳 『経済統計学教程・下巻』有斐閣 1961年 566

体系を作ぺている。現在公表されているのは概括的な7 ベージ。

トリックスで詳細な点はまだ不明であるが，新バランス （注3) 貝出昭『コメコン標準…－』 23ベージ。

は， MPS型の産業連関表と新L＜開発された財務ノfラ （ぷ4) 盛田常夫「ス連邦のく総合物:t;J・資金バラ

ンスを統合したもので．原科！的にも‘；，，礎的諸概念，諸 ンヌ ＞iこ＇＂H、てJ（『経済研究J第2S巻第2>c!・ 1977年

指標でも，国民経済パラン ζ との関連性（土保たれており， ・1 ;l) 116～122ベージ。

ハンガリーのJ＇）に理論的修正を伴りす〉のではなさそう (/f: 5) 11caea, 6. JI., i1HmezpupoaaH.Hble Ea-

である。 ,zaHCOBble CucmeMbl s A1ta.!lu3e u n .!laftU posanuu 
しかし， CMφBは日下実験段階にあるが，将来これ 3KOH.O.MUKU, MoCKBa, HayKa 1969. 

が完成され，実用化されるとなると，これと併存する国 （調査研究部〕

民経済パランスの取扱いおよび再検討が問題になってく

るものと思われる。したがって，国民経済バランスを基

礎とした MPSt近い将来得検討。）時間がくるものと思
われる。

凶｛ll!J諸国における SNAの先駆的役制に対し，ソ連・

東欧諸国ではMPSは標準fj式として確立された時点で，

すでに陳腐化の道を辿りつつあ，Pたようである。国民経

済バランス論は経済改革による新しい経済計画・管理体

制下で，現状に適した団長勘定体系を求めて，百家争鳴

の時代に移りつつあるように思われる。

ハンガリーの新国民勘定体系とソ連の CMφBは，従

来の国民所得論，国民経済パランス論の考え方からみる

なれば，両者の比較は企わめて紛争的なものになるはず

である。しかし，事柄はj,Lj[五！の経済改革路線に隠速する

｜沿際的な問題であるせし、か，キll立に批判的な論評は避け
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